
































































（Local Enterprise Partnerships）」による LEPs政策が導入された。イングランド全域を
カバーする形で 39のパートナーシップ組織 LEPsが政府承認を受けて誕生し、戦略的経済


















































にて、RDAおよび LEPsでは、それぞれの戦略である RESと SEPに基づき事業費を獲得
し、地域経済の振興を図るまでの活動からもたらされる効果を整理した。 
これをふまえ、まず、RDAと LEPs政策は、単年度の主な交付金配分額は横ばい(地方財







































（Multi Area Agreement ）の実績をもつ地域を含むことや、LEPsとの圏域が同一である
こと、地方自治構造面においては一層制から構成されるなど単一的な構造の圏域では、設
置検討が進んでいることを示した。一方で、2016 年の制度改変により、中央政府が、意思
決定機能として合同行政機構にメトロメイヤーの設置を推奨したことが影響し、それまで
合同行政機構の設置権等を進めてきた圏域でも、複数の自治体が連携した取り組み実績が
なく、合同行政機構の参加のメリットを不安視した自治体が機構から脱退する状況が顕在
化し、地方分権化の進展に影響を与えていることを指摘した。 
今後の検討課題として、LEPs の定量的な効果についての体系的な把握、EU 離脱後に、
欧州構造基金等の獲得が困難となると想定される非大都市圏部の圏域マネジメント組織の
あり方の検討、2016 年夏に現在設置検討中の合同行政機構内で誕生が予定されているメト
ロメイヤー主導による機構運営による体制変化の影響、日本への政策の導入可否やその要
件の見極め、イングランドで台頭しつつあるより広域的な経済振興を目的としたパートナ
ーシップ組織との重層的な連携がもたらす影響の把握が必要であることを示した。 
 
